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議案第54号 

 

   令和７年度松野町一般会計補正予算（第１号） 

 

 令和７年度松野町の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ17,822千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,295,822千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

     令和７年６月13日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 7年度松野町一般会計予算に関する説明書

３９３，３７９
14.国庫支出金

６，０６５ ３９９，４４４

2.国庫補助金
２４５，４０３ ６，０６５ ２５１，４６８

５，０００
19.繰越金

１０，４５８ １５，４５８

1.繰越金
５，０００ １０，４５８ １５，４５８

７０，３１２
20.諸収入

９９９ ７１，３１１

5.雑入
５３，１９２ ９９９ ５４，１９１

４９１，０００
21.町債

３００ ４９１，３００

1.町債
４９１，０００ ３００ ４９１，３００

歳　　入　　合　　計
４，２７８，０００ １７，８２２ ４，２９５，８２２

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.総務費
１，０８４，３２４ １，７８１ １，０８６，１０５

1.総務管理費
１，０１４，３４６ ６９９ １，０１５，０４５

2.徴税費
２８，２５１ １７２ ２８，４２３

3.戸籍住民基本台帳
費 ２５，００９ ９１０ ２５，９１９

3.民生費
１，００６，５０８ ３，９６８ １，０１０，４７６

1.社会福祉費
７９０，８４４ △５７６ ７９０，２６８

2.児童福祉費
２１５，６６２ ４，５４４ ２２０，２０６

4.衛生費
１９２，２８４ △１，６００ １９０，６８４

1.保健衛生費
１５５，８０１ △１，６００ １５４，２０１

6.農林水産業費
３７０，７８５ １，８０５ ３７２，５９０

1.農業費
２６７，２７６ １，８０５ ２６９，０８１

8.土木費
４０６，６６０ ７，９９２ ４１４，６５２

1.土木管理費
９，８０１ １０８ ９，９０９

2.道路橋梁費
２３２，８３８ ２，８４４ ２３５，６８２

4.住宅費
３７，５８７ ５，０４０ ４２，６２７

10.教育費
３７７，２３３ ３，８７６ ３８１，１０９

1.教育総務費
１１４，９２８ ６，３２１ １２１，２４９



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

4.社会教育費
９２，９６２ △２，７１２ ９０，２５０

5.保健体育費
９３，７９３ ２６７ ９４，０６０

歳　　出　　合　　計
４，２７８，０００ １７，８２２ ４，２９５，８２２

―　4　― 一般



一般

第　２　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 7年度　　

―　5　―

　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

２２０，８００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ２２１，１００



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

14.国庫支出金
３９３，３７９ ６，０６５ ３９９，４４４

19.繰越金
５，０００ １０，４５８ １５，４５８

20.諸収入
７０，３１２ ９９９ ７１，３１１

21.町債
４９１，０００ ３００ ４９１，３００

歳　　入　　合　　計
４，２７８，０００ １７，８２２ ４，２９５，８２２

―　6　― 一般



―　7　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

2.総務費

1,084,324 1,781 1,086,105 1,990 999 △1,208
3.民生費

1,006,508 3,968 1,010,476 3,968
4.衛生費

192,284 △1,600 190,684 △1,600
6.農林水産業費

370,785 1,805 372,590 300 1,505
8.土木費

406,660 7,992 414,652 7,992
10.教育費

377,233 3,876 381,109 4,075 △199

6,065
歳　　出　　合　　計

4,278,000 17,822 4,295,822 300 999 10,458



2.歳　入

国庫支出金 国庫補助金2項14款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1,9901. 4. ・電算管理費補助金総務費国庫補助金 100,525 1,990 102,515 新しい地方経済・生活環境創生交付金1,990

4,0756. 3. ・事務局費補助金教育費国庫補助金 91 4,075 4,166 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金4,075

245,403 6,065 251,468計

14 款合計 393,379 6,065 399,444

繰越金 繰越金1項19款

10,4581. 1. ・前年度繰越金繰越金 5,000 10,458 15,458 前年度繰越金10,458

5,000 10,458 15,458計

19 款合計 5,000 10,458 15,458

諸収入 雑入5項20款

9991. 22. ・人生100年時代づくり・地雑入 53,192 999 54,191 人生100年時代づくり・地域創生ソフト事業交付金999
域創生ソフト事業交付金

53,192 999 54,191計

20 款合計 70,312 999 71,311

町債 町債1項21款

3001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 325,600 300 325,900 過疎対策事業債（ハード事業分）300

―　8　― 一般14.款 国庫支出金



―　9　― 一般21.款 町債

町債 町債1項21款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

491,000 300 491,300計

21 款合計 491,000 300 491,300

4,278,000 17,822 4,295,822歳入合計



3.歳　出

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料一般管理費 409,067 △4,280 404,787 △4,280 一般職給△5,000 △5,000・

3.職員手当等 扶養手当720 180・
単身赴任手当 540・

7. 7.報償費企画費 323,486 999 324,485 999 マツノイズム高校事業協力者謝礼497 497・

12.委託料 未来の大人応援プロジェクトアドバイ502 502・
ザー業務委託料

13. 12.委託料電算管理費 209,500 3,980 213,480 1,990 1,990 デジタル申請支援業務委託料3,980 3,980・

1,014,346 699 1,015,045 1,990 999 △2,290計

2款 総務費 2項 徴税費

1. 2.給料税務総務費 15,178 172 15,350 172 一般職給127 127・

3.職員手当等 一般職期末手当45 24・
一般職勤勉手当 21・

28,251 172 28,423 172計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 2.給料戸籍住民基 25,009 910 25,919 910 一般職給706 706・
本台帳費

3.職員手当等 一般職期末手当204 204・

25,009 910 25,919 910計

―　10　― 一般2.款総務費



―　11　― 一般2.款総務費

2款 総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2 款合計 1,084,324 1,781 1,086,105 1,990 999 △1,208

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 2.給料社会福祉総 108,831 △2,840 105,991 △2,840 一般職給△1,300 △1,300・
務費

3.職員手当等 扶養手当△1,040 △276・
住居手当 △174・
一般職期末手当 △300・
一般職勤勉手当 △290・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△500 △500・

2. 2.給料国民年金事 5,925 △51 5,874 △51 一般職給△200 △200・
務費

3.職員手当等 住居手当149 131・
一般職通勤手当 18・

3. 2.給料老人福祉費 191,445 2,315 193,760 2,315 一般職給1,330 1,330・

3.職員手当等 管理職手当682 375・
扶養手当 △200・
住居手当 △96・
一般職期末手当 328・
一般職勤勉手当 275・

4.共済費 一般職員共済組合負担金303 303・

790,844 △576 790,268 △576計



3款 民生費 2項 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料児童福祉総 74,183 △200 73,983 △200 一般職給△200 △200・
務費

3. 1.報酬保育所費 130,531 4,744 135,275 4,744 会計年度任用職員報酬4,608 4,608・

2.給料 一般職給△1,120 1,700・
会計年度任用職員給 △2,820・

3.職員手当等 住居手当1,265 △180・
一般職期末手当 412・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 △500・
パートタイム会計年度任用職員期末手 849・
当
一般職通勤手当 181・
一般職勤勉手当 290・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 △500・
パートタイム会計年度任用職員勤勉手 713・
当

4.共済費 一般職員共済組合負担金△9 512・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 △800・
負担金
パートタイム会計年度任用職員共済組 279・
合負担金

215,662 4,544 220,206 4,544計

3 款合計 1,006,508 3,968 1,010,476 3,968

―　12　― 一般3.款民生費



―　13　― 一般4.款衛生費

4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料保健衛生総 64,862 4,460 69,322 4,460 一般職給2,383 2,383・
務費

3.職員手当等 住居手当1,366 217・
一般職期末手当 679・
一般職通勤手当 △100・
一般職勤勉手当 570・

4.共済費 一般職員共済組合負担金711 711・

5. 2.給料環境衛生費 46,393 △6,060 40,333 △6,060 一般職給△3,100 △3,100・

3.職員手当等 扶養手当△1,960 △276・
住居手当 △324・
一般職期末手当 △700・
一般職通勤手当 △60・
一般職勤勉手当 △600・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△1,000 △1,000・

155,801 △1,600 154,201 △1,600計

4 款合計 192,284 △1,600 190,684 △1,600

6款 農林水産業費 1項 農業費

2. 2.給料農業総務費 25,484 1,464 26,948 1,464 一般職給427 427・

3.職員手当等 管理職手当814 375・
扶養手当 138・
一般職期末手当 177・
一般職通勤手当 △24・



6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 3.職員手当等農業総務費 一般職勤勉手当 148・

4.共済費 一般職員共済組合負担金223 223・

3. 18.負担金、補農業振興費 27,506 341 27,847 300 41 広域選果場集出荷施設整備負担金341 341・
助及び交付
金

267,276 1,805 269,081 300 1,505計

6 款合計 370,785 1,805 372,590 300 1,505

8款 土木費 1項 土木管理費

1. 3.職員手当等土木総務費 9,801 108 9,909 108 一般職期末手当108 48・
一般職勤勉手当 60・

9,801 108 9,909 108計

8款 土木費 2項 道路橋梁費

2. 2.給料道路維持費 59,107 4,470 63,577 4,470 一般職給2,736 845・
会計年度任用職員給 1,891・

3.職員手当等 住居手当1,107 162・
一般職期末手当 198・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 307・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 74・
一般職勤勉手当 167・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 199・

―　14　― 一般6.款農林水産業費



―　15　― 一般8.款土木費

8款 土木費 2項 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 4.共済費道路維持費 社会保険料627 210・
一般職員共済組合負担金 271・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 146・
負担金

3. 2.給料道路新設改 173,537 △1,626 171,911 △1,626 一般職給△800 △800・
良費

3.職員手当等 扶養手当△526 60・
住居手当 △216・
一般職期末手当 △200・
一般職勤勉手当 △170・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△300 △300・

232,838 2,844 235,682 2,844計

8款 土木費 4項 住宅費

1. 2.給料住宅管理費 37,587 5,040 42,627 5,040 一般職給3,029 3,029・

3.職員手当等 扶養手当1,256 △150・
住居手当 243・
一般職期末手当 574・
一般職通勤手当 108・
一般職勤勉手当 481・

4.共済費 一般職員共済組合負担金755 755・

37,587 5,040 42,627 5,040計

8 款合計 406,660 7,992 414,652 7,992



10款 教育費 1項 教育総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 1.報酬事務局費 113,988 6,321 120,309 4,075 2,246 会計年度任用職員報酬2,106 2,106・

4.共済費 パートタイム会計年度任用職員共済組135 135・
合負担金

18.負担金、補 学校給食費補助金4,080 4,080・
助及び交付
金

114,928 6,321 121,249 4,075 2,246計

10款 教育費 4項 社会教育費

1. 2.給料社会教育総 10,834 △2,712 8,122 △2,712 一般職給△1,300 △1,300・
務費

3.職員手当等 管理職手当△912 △295・
扶養手当 △160・
住居手当 243・
一般職期末手当 △400・
一般職勤勉手当 △300・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△500 △500・

92,962 △2,712 90,250 △2,712計

10款 教育費 5項 保健体育費

3. 4.共済費学校給食費 42,590 267 42,857 267 社会保険料267 117・
パートタイム会計年度任用職員共済組 150・
合負担金

―　16　― 一般10.款教育費



―　17　― 一般10.款教育費

10款 教育費 5項 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

93,793 267 94,060 267計

10 款合計 377,233 3,876 381,109 4,075 △199

4,278,000 17,822 4,295,822 6,065 300 999 10,458歳出合計



１　特別職

備 考

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

合 計共 済 費
報 酬 給 料

期 末 手 当

(千円)

計

(千円)

(千円)
年 間 支 給 率

5,744

23,068

84,389

0

28,132

0

(千円)

33,189

0

(人) (千円) (千円) (月分)

27,445

(3.45)
4,801

7

3
(3.45)

0

5,744

28,132

(3.45)
6,820

19,321

28,132

6,820

19,321

0

補 正 後
その他

議 員

11,621

(3.45)
4,801

長 等 3 20,625

補 正 前
その他

議 員

20,625計

7 14,520

比 較
その他

14,520

10 42,652

長 等 20,625

計

長 等 0 0

10 42,652 20,625

28,132

議 員 0 0 0 0

11,621

0 0
(0.00)

0 00 0 0

28,132

74,898

0

9,491

0 0 0計 0 0 0

3,747

町長・副町長・教育長

町長・副町長・教育長

74,898 9,491 84,389

3,747 23,068

27,445

28,132

33,189

0
(0.00)

0

0
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－　19　－２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

職員手当

540 0 0 0

1,258

0 455 6 0

50 28 21

比　較 △ 684 197 0 0 1,700 1,064

72,608 506 9,774 5,418 8,360 0

50 28 21

の 内 訳
補正前 8,094 3,994 13,633 1,083 87,740

73,672 506 10,229 5,424 8,360 540補正後 7,410 4,191 13,633 1,083 89,440

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

防疫等
作業手当

行旅死亡人
取扱業務手当

動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

管理職員
特別勤務手当 管理職手当 住居手当 児童手当

単身赴任
手当

(千円)

比　較 △ 684 123 0 0 1,044

60,415 50,701 506 9,774 5,418 7,160

51,353
職員手当

506 7,160

の 内 訳
補正前 8,094 3,103 11,741 1,083

補正後 7,410 3,226 11,741 1,083 61,459

0 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

△ 1

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

△ 1,353

(千円) (千円) (千円)

期末手当 勤勉手当
管理職員

特別勤務手当

520,920
76

比 較
( 0 )

0 2,136 783

区 分
(人)

522,178
75

補 正 前
( 0 )

0 275,250

補 正 後
( 0 )

0 273,897

職 員 手 当 計
(千円)

共 済 費

(千円)

給 与 費
職員数

158,094

報 酬 給 料
(千円) (千円) (千円) (千円)

758,684

635,147

合 計

合 計
備 考

433,344

642,857 115,827

115,442 750,589

報 酬 給 料
(千円) (千円) (千円)

備 考区 分
職員数

給 与 費
共 済 費

職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円)

補 正 後
( )

70,798 357,472 214,587
108

42

補 正 前
( )

64,084 359,754 211,309
40
109

8,095比 較
( )

6,714 △ 2,282 3,278
2

434,127

385
△ 1

160,230

652 455 6

7,710

88,051

87,576

475

管理職手当 住居手当

10,229 5,424

児童手当

(千円)

動物等処理
業務手当

行旅死亡人
取扱業務手当

防疫等
作業手当

単身赴任
手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

540 50 28 21

0 50 28 21

540 0 0 0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当



　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

退職 千円
採用予定人数の減 千円
（会計年度任用職員）

昇格 千円
状況変更 千円
会計年度任用職員分 千円
その他 千円

職員手当

そ の 他 の 増 減 分 △ 2,282

備 考

備 考

防疫等
作業手当

行旅死亡人
取扱業務手当

動物等処理
業務手当

0

1,142 6,927 6,837
0

84,504 53,215

比 較
( 2 )

6,714 △ 929

33

54,357 208,730 27,776 236,506
33

83,575

補 正 前
( 40 )

64,084

補 正 後
( 42 )

70,798

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
区 分

職員数
給 与 費

共 済 費 合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人)

(千円) (千円) (千円) (千円)

201,803 27,866 229,669

△ 90

△ 1,353

1,023

昇 給 に 伴 う
増 加 分

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

0

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円)

3,278

3,278

1,179

制 度 改 正 に 伴 う

1,142

△ 2,282

職 員 手 当

そ の 他 の 増 減 分

(千円)

給 料

増 減 分

△ 66

(千円)

△ 929

管理職員
特別勤務手当 管理職手当 住居手当 児童手当

単身赴任
手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

期末手当 勤勉手当

27,981

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

0

(千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 0 965 1,892 0 0 0

の 内 訳
補正前 0 891 1,892 0 27,325

22,319

0 0 0 1,200 0

00 0 0 1,200

0 0

比　較 0 74 0 0 656 412

21,907

0 0 0 0 0

0

0 00
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－　21　－　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

労 務 職

級
)

1

7

国 の 制 度

)
3

(
計

)( ) (
0

計

級

級

( )
100.075

(
30.7

( )

)

) ( )

0
-
0

(

308,233

0

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 330,840

一 般 行 政 職

労 務 職 (円)

305,436
令 和 ７ 年 ６ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 331,501

平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.7
平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

191,300

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円)

(％)

労 務 職

大 学 卒 224,338 223,000

高 校 卒 192,447

区 分
一 般 行 政 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％)

7 級
( ) ( )

級 職 員 数 (人) 構 成 比

令 和 ７ 年 ６ 月 １ 日 現 在
6 級

( ) ( )
11 14.7

5 級
( ) ( )

9 12.0

4 級
( ) ( )

5 6.7

3 級
( )

10
(

級
13.3

2 級
( ) ( )

2 級
17 22.6

( ) ( )

1 級
( )

23

0.0
)

( ) ( )

(

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在
6

( ) ( )
11 15.1

5 級
( ) ( )

9 12.3

4 級
( ) ( )

2 2.7

3 級
( )

13
(

2 級
( ) ( )

16

( ))
17.8

( )
3 級

1 級
( )

22
(

2
( ))

21.9
)

1

級

73
)

級
30.2

( ) ( )

( ( )

区 分

0
-41.3

0 0.0

(

) ( )
100.0

計

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

計
(



　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

１ 級

主 事

号 級

2 号 級

(Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

号 級

職 員 数

区 分 合 計
一 般 行 政 職

区 分 ３ 級

主 査課 長

一般行政職
主 任 栄 養 士
主 任 保 健 師

75職 員 数 (Ａ) (人) 75

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

(人)

(人)

号 級

4 号 級

号 級

8

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)

(Ａ) (人) 76 76

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

2 (人)

(人)

(人)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
６ 月

比 率

(月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

補 正 後
( ) ( )

有
2.300 2.300

)

補 正 前
( ) (

2.300 2.300
) ( ) ( )

( ) (
4.600

国 の 制 度
( ) ( )

有
2.300 2.300 4.600

) ( ) (

級 等 に よ る 加 算 措 置

有
4.600

４ 級 ２ 級

主 任 社 会 福 祉 士

事 務 長
保 健 師 長

上 級 社 会 福 祉 士

技 師
保 育 士
栄 養 士
保 健 師

上 級 保 育 士

上 級 栄 養 士
上 級 保 健 師

専 門 員
主 任 保 育 士室 長

主 幹

６ 級 ５ 級

園 長

課 長 補 佐
事 務 長
保 健 師 長
園 長

課 長 補 佐
局 長

係 長上 級 専 門 員
技 師
保 育 士
栄 養 士
保 健 師
社 会 福 祉 士

備 考

労 務 職

代 表 的 な 職 種

社 会 福 祉 士
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－　23　－

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

（月分） （月分）
そ の 他 の 退 職 時 特 別

（月分） 加 算 措 置 等 昇 給
最 高 限 度

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

（令和　年　月　日現在）

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松野
町も同様に改定なしとした。

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

差 異 の 内 容

(2～20％加算)

（月分）
備 考


